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2025年１月27日 

各 位 

会 社 名  株式会社ソフトフロントホールディングス 

代表者名  代表取締役社長 二通宏久  

（コード番号：２３２１  東証グロース） 

問合せ先  グループ業務推進室 狩野 健治 

電  話  03-6550-9270 

ノアソリューション株式会社との業務提携に関する基本合意書締結に関するお知らせ 
当社は、本日開催の取締役会において、業務システム開発、先端技術開発及び組込みシステム開発を

行うノアソリューション株式会社（以下、「ノアソリューション社」といいます。）との間において業務提

携に関する基本合意書締結につきまして、下記のとおり決議いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

１．業務提携の理由 

 当社は、“つながるデジタル・コミュニケーション基盤”の実現及び提供を目指し、スマートフォン、

パソコン、テレビなどのあらゆるデバイスで、テキスト、音声、映像を通じて、人々がストレスを感じる

ことなく円滑にコミュニケーションできるよう、当社が長年の技術開発で蓄積してきた音声及び映像のメ

ディア処理技術、並びにIP電話のコア技術を基に、積極的な研究開発投資を行い、新たな製品・サービス

を提供することで、事業規模及び収益の拡大を図ってまいりました。 

2021年11月には、当社グループが展開する自然会話AIプラットフォームである「commubo（コミュボ）」

などのボイスコンピューティングコミュニケーション分野に隣接するWebコミュニケーション製品・サー

ビスを提供する株式会社サイト・パブリス（以下、「サイト・パブリス社」といいます。）を完全子会社化

しました。これにより、電話に加え、Webを含めたインターフェース（顧客接点）を獲得し、当社が顧客

の皆様に対して提供する製品及びサービスの価値の増加を目指してまいりました。 

しかしながら、これまでの業績低迷等により、当社は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況が存在しており、継続企業の前提に関する事項の注記を付しております。 

また、当社は、現時点において東京証券取引所グロース市場の上場維持基準のうち、時価総額につい

ての基準を満たしておりません。そのため、当社は2025年３月期を計画達成期限と定めた上場維持基準へ

の適合に向けた計画書を東京証券取引所へ提出しています。なお、2025年４月１日以降、１年以内（改善

期間）に時価総額についての基準を充足できなかった場合には、監理銘柄・整理銘柄（原則として６か月

間）に指定され、その後上場廃止となります。 

このような状況において、当社は、当社事業の安定化を図ることが持続的な成長に不可欠であると認

識し、当社の主力製品である自然会話AIプラットフォーム「commubo（コミュボ）」、クラウド電話サービ

ス「telmee（テルミー）」、Webサイトやコンテンツを構築・管理・更新できるシステム「SITE PUBLIS（サ

イトパブリス）」及び使いやすさと拡張性の高い「SITE PUBLIS Connect（サイトパブリスコネクト）」の

事業展開をさらに積極的に推進していくなかにおいて、中期経営計画の基本方針のひとつでもあります

「資本・業務提携、M&Aによる事業拡大」による企業価値の向上を目指しており、この度、本日付にて公

表をいたしました「第三者割当による新株式及び第15回新株予約権発行並びに主要株主、主要株主である

筆頭株主の異動（見込み）に関するお知らせ」及び「新たな事業の開始に関するお知らせ」のとおり、ノ

アソリューションの紹介を受け協議を重ね、最終的に当社グループの既存事業における汎用性を高められ

ること、AIデータセンター事業に進出することにより収益の向上及び企業価値の向上が可能であると相互

において合意に至ったことから、基本合意を締結することとなりました。 
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２．業務提携に関する基本合意の内容 

 この度の業務提携における基本合意といたしましては、(i)当社グループのボイスコミュニケーション

事業の強化及び拡大に資するAI関連ソフトウェア、並びに(ii)プライベート・クラウド方式又はオンプレ

ミス方式によるAIデータセンター事業に関係する技術を当社グループ及びノアソリューションにおいて協

業し、両社の事業領域の更なる拡大に資することを目的として業務提携を進めていく予定であります。 

 当社は、ノアソリューション社と業務提携を行うことで、同社がこれまで製造業向けのDXソリューショ

ン事業及びモビリティソリューション事業で培った生成AI技術を活用し、コンタクトセンター事業者が持

つ商品情報や顧客情報、応対履歴などのデータから顧客サポート業務を高度に自動化するAI機能を開発し、

また、当社が強みとしてきたリアルタイム・コミュニケーション技術により、電話応対業務だけでなく

Webページを通じた音声・ビデオ通話にも対応を広げ、テキストチャット、電子メールその他の顧客導線

に対応したソリューション製品として拡大を行っていく予定です。これらにより既存事業である「自然会

話AIプラットフォーム commubo」を、「AIカスタマー・コミュニケーション・プラットフォーム commubo」

へと強化し、ボイスコミュニケーション事業を更に発展させて成長を加速していく予定です。 

 また、当該事業において、ノアソリューション社は、企業の内部データを学習するローカル大規模言語

モデル（ローカルLLM）サービスを基盤とした業務ソリューションを、PaaS(Platform as a Service)と

SaaS(Software as a Service)として提供し、当社はプライベート・クラウド／オンプレミスによるAIデ

ータセンターのIaaS（Infrastructure as a Service）の提供及び運用管理を担う予定です。当社による

IaaSの提供を具体化すると、当社において日本おけるIaaS運営実績がトップクラスのチームを採用し、高

度なセキュリティ環境下で顧客情報の管理を徹底したAIデータセンターの提供、並びにIaaSサービス及び

GPUのレンタル事業を2025年４月から行っていく予定です。 

 

 

３．業務提携に関する基本合意の相手先の概要（2024年１2月31日） 

名称 ノアソリューション株式会社 

所在地 東京都品川区南大井六丁目21番12号 大森プライムビル８階 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 白 光一 

事業内容 AIおよび量子コンピューティング技術関連のソリューション 

企画開発 

資本金 40百万円 

設立年月日 2001年2月15日 

発行済株式数 800株 

決算期 12月31日 

従業員数 34名 

主要取引先 株式会社NTTデータ、Ridgelinez株式会社、グローリー株式会

社、デジタルプロセス株式会社、株式会社デンソーテン、 

株式会社トランストロン、伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社、株式会社

日立ハイテクソリューションズ、株式会社日立産業制御ソリュ

ーションズ、富士フイルムイメージングシステムズ株式会社、

富士通株式会社、富士通Japan株式会社、株式会社富士通総 

他 

主要銀行 みずほ銀行、横浜銀行 

大株主及び持株比率 白 光一（28.7％）、テクノプロジェクト（13.7％）、    

金 泰勇（10.0％）、朱 志民（10.0％） 

上場会社と当該会社との間の関係 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資

本関係はあり ません。また、当社の関係

者及び関係会社と当該会社の関係者及び関

係会社との間には、特筆すべき資本関係は 

ありません。 

人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人

的関係はあり ません。また、当社の関係

者及び関係会社と当該会社の関係者及び関
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係会社との間には、特筆すべき人的関係は 

ありません。 

取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取

引関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係

会社との間には、特筆すべき取引関係は 

ありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当し

ません。また、当該会社の関係者及び関係

会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。 

当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 

純資産 －百万円 283百万円 321百万円 

総資産 －百万円 702百万円 705百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 －円 353千円 401千円 

売上高 876百万円 1,142百万円 1,623百万円 

営 業 利 益 60百万円 93百万円 51百万円 

経 常 利 益 60百万円 94百万円 52百万円 

当期純利益 61百万円 62百万円 41百万円 

１株当たり当期純利益 77千円 78千円円 51千円 

１ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円 

※最近３年間の経営成績及び財政状態の一部については、開示の同意が得られていないため、記載してい

ません。 

 

４．日程 

取締役会決議日 2025年１月27日 

業務提携基本契約締結日 2025年１月27日 

業務提携開始日 2025年４月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 

  

 本件による今期業績に与える影響は軽微と考えております。なお、第三者割当による新株式及び第15回

新株予約権の発行によって調達する資金は、2026年３月期において既存事業及び新規事業の投資に充当す

る予定ですが、当社の業績に与える具体的な影響については精査中です。今後、業績への具体的な影響額

が明らかになった場合には速やかに開示いたします。      

また、2024年6月24日付にて「事業計画及び成長可能性に関する事項」により事業計画を公表いたして

おりますが、調達した資金を新規事業への投資を予定していることから、事業計画を見直し「事業計画及

び成長可能性に関する事項」につきましても更新を予定しております。 

 

以 上 


